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尼崎市地域居住支援業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

  尼崎市地域居住支援業務（以下「本業務」という。） 

 

２ 委託期間 

  令和７年７月１日から令和８年３月３１日 

  ただし、委託後、業務遂行に特段の支障がないと判断し、かつ、本事業の令和８・９年

度関係予算が尼崎市議会において承認された場合に限り、承認された予算の範囲内にお

いて、令和８年４月１日から令和９年３月３１日及び令和９年４月１日から令和１０年

３月３１日までを委託契約期間とし、単年度ごとに委託契約を締結する。 

 

３ 業務目的 

  住居を失う恐れのある又は失った者であって、地域社会から孤立した状態にある居住

不安定者（以下「居住不安定者」という。）に対し、一定期間にわたり、訪問による入居

相談支援、安定した居住に向けた継続支援及びその他日常生活を送る上で必要と認めら

れる支援を行うことで、居住不安定者が安定した生活を営めるようにすることを目的と

する。 

 

４ 支援対象者 

  居住不安定者のうち、次の各号に該当する事業の対象者を除き、委託者が支援を必要と

認める者（以下「支援対象者」という。）とする。 

 ⑴ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号）に基づく「自立生活援助」 

 ⑵ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく地域支援事業の「高齢者の安心な住

まいの確保に資する事業」 

 

５ 業務実施体制等 

  本業務の実施に際しての受託者の実施体制等は次のとおりとする。 

 ⑴ 人員配置 

   本業務の目的を理解し、業務内容及び別表に規定する内容を適切に実施できる居住

支援員を１名以上配置すること。 

 ⑵ 連絡体制 

   平日９時から１８時（土日祝日を除く）の間は常に連絡の取れる体制を基本とし、本

業務に関する委託者との会議や打合せに支障のない実施体制とすること。また、支援対

象者の緊急対応ができるよう、支援対象者に対し常時問い合せのできる連絡先を提供

すること。 
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 ⑶ 業務実施場所 

   尼崎市内を原則とし、業務実施場所については、受託者において確保すること。ただ

し、支援対象者の支援に必要がある場合には、業務実施場所は市内に限定しない。 

 

６ 業務内容 

  受託者は、本業務の目的を十分に理解し、次の支援内容及び別表に規定する内容を実施

すること。また、支援内容の実施に際しては、本仕様書に記載の内容に従うこと。 

  なお、次の「⑴入居相談支援」及び「⑵安定した居住に向けた継続支援」が必要となる

支援対象者は１２カ月間で１０人（令和７年度は８人）を、「⑴入居相談支援」のみ必要

となる支援対象者は１２カ月間で６３人（令和７年度は４７人）を見込む。 

 ⑴ 入居相談支援 

  ア 訪問による支援対象者の住まいに関する課題の把握及び課題に対する必要な情報

提供・助言 

  イ 支援対象者と同行による不動産仲介業者等への住居確保のための支援 

  ウ 不動産仲介業者等への物件・家賃債務保証業者の斡旋依頼 

  エ 入居契約手続き等の支援 

  オ 不動産・住宅関係機関等との連絡調整等の支援 

  カ その他入居に関するトラブル発生時の対応 

 ⑵ 安定した居住に向けた継続支援 

  ア 訪問等による居宅における自立した日常生活を営む上での課題の把握及び既存の

制度・社会資源等の利用に向けた課題に対する必要な情報提供・助言 

  イ 訪問等による定期的な見守り、ゴミ出し及び公共料金等の支払い状況の確認等の

生活全般の支援 

  ウ その他安定した居住に向けて必要となる支援 

 

７ 受託者の役割 

  本業務の実施に際しての受託者の役割は次のとおりとする。 

 ⑴ 支援対象者の「支援プラン兼同意書」の作成 

 ⑵ 支援プランに基づき支援担当課と連携した支援の実施 

 ⑶ 委託者の求めに応じた支援会議への参画 

 ⑷ 「６業務内容」を効果的に実施するために必要な支援の提案 

 ⑸ 業務目的の実現に向けた委託者や支援関係機関、支援関係者との情報共有、協議等 

 

８ 支援プランの作成 

  受託者は、次の⑴～⑶の場合において、支援対象者の支援内容及び支援における役割分

担等について、速やかに委託者と協議を行い、その協議内容に基づき支援プランを作成し

委託者に提出の上、承認を得ること。なお、委託者が受託者から提出された支援プランに
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協議内容が反映されていないと認める場合は、受託者に対して再度、支援プランの作成を

求めることとなるため、再度支プランを作成すること。 

 ⑴ 委託者から委託者が決定した支援対象者の通知を受けた場合 

 ⑵ 支援プランに記載のない支援内容の実施が必要と受託者が判断した場合 

 ⑶ 支援終了が見込まれ「評価シート」を委託者に提出したものの、協議の結果、支援を

継続する判断となった場合 

 

９ 支援プランの同意確認 

  受託者は委託者が支援プランの内容を支援対象者に説明し同意を得るとき、委託者に

同行して、支援プランの説明を行うこと。ただし、委託者が必要と認めない場合は、その

限りではない。 

 

10 支援の実施等 

  本業務の実施に際しての受託者が行う支援は次のとおりとする。 

 ⑴ 受託者は、同意を得た支援プランに基づき、委託者と連携して支援対象者に必要な支

援を行うこと。 

 ⑵ 受託者は、支援実施後、速やかに「支援記録」を作成し、支援の中で収集した資料と

ともに委託者に提出すること。 

 ⑶ 受託者は、支援プランに記載のない支援内容の実施が必要と判断した場合は、支援プ

ランの作成を行うこと。 

 ⑷ ⑶に基づき支援プランを作成した場合には、「９支援プランの同意確認」によらず、

受託者が、支援プランの内容を支援対象者に説明の上、同意を得ること。 

 

11 支援の評価等 

 ⑴ 受託者は、支援プランのモニタリング月の当月１０日までに評価シートを提出する

こと。ただし、支援プランのモニタリング月までに、支援終了が見込まれる場合は、速

やかに委託者に報告し、評価シートを提出すること。 

 ⑵ 受託者は委託者との協議に基づき、支援が継続になった場合は、支援プランを作成す

ること。 

 

12 実績報告及び請求 

  受託者は、前月の支援実績について「活動実績報告書」（様式１）を作成し、「委託料請

求書」（様式２）とともに支援実施月の翌月１０日までに委託者に提出すること。 

 

13 委託料の支払い 

  委託者は、受託者から提出のあった活動実績報告書と委託料請求書の内容について審

査し、適正であると認めるときは、請求書を受理した日より３０日以内に、別表により算
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出した額の合計額に消費税を乗じた額を当該請求に係る委託料として受託者に支払うも

のとする。 

 

14 経費等 

  委託者は委託料以外負担しない。また、受託者は本業務における費用負担を支援対象者

に求めてはならない。 

 

15 委託期間終了に伴う引継ぎ 

  受託者は、本業務の委託期間が終了するとき又は委託契約が取り消されたときは、次の

受託者が円滑に業務を遂行できるよう、引継ぎを行うこと。 

 

16 準拠する法令等 

  本業務実施に当たっては、本仕様書によるほか、下記に示す関連法令及び規定等に準拠

して行うこと。 

 ⑴ 尼崎市財務規則 

 ⑵ 個人情報保護法等その他関連法令及び条例 

 

17 法律の厳守等 

  受託者は、契約の履行に当たり、本業務の意図及び目的を十分に理解した上で、最高の

技術を発揮するとともに、委託者の指示を厳守し、誠実に実施すること。 

 ⑴ 受託者は、本業務の実施に当たり関連する法律等を遵守すること。なお、これらの諸

法規の運用適用は受託者の負担と責任において行うこと。 

 ⑵ 受託者は、常に中立性を保持すること。 

 ⑶ 受託者は、本業務において知り得た事項について、守秘義務を負うとともに、業務内

容、成果等を委託者の許可なく使用又は、利用しないこと。 

 

18 再委託 

 ⑴ 受託者は、業務の全部を一括して、又は本委託の主要な部分を第三者に委託し、又は

請け負わせてはならない。 

 ⑵ 受託者は、事前に書面により委託者の承諾を得た場合に限り、本委託の主要な部分を

除く業務の一部を再委託（第三者に委託し、又は請け負わせることをいう。以下同じ。）

することができる。 

 ⑶ 受託者は、再委託の契約を締結した第三者（以下「再委託先」という。）に、二次以

下の再委託をさせてはならない。ただし、業務の性質その他の理由で、真にやむを得な

い場合はこの限りではない。 

 ⑷ 前号ただし書きを適用する場合、第２号の規定を準用する。 

 ⑸ 受託者は、委託者に対して、再委託先（二次以下の再委託を含む。この号及び次号に
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おいて同じ。）が第２号（第４号で準用する場合を含む。）で規定する承諾に基づき行う

本委託の一部の業務（以下「再委託業務」という。）を履行するに当たり行った、全て

の行為及びその結果について責任を負うものとする。 

 ⑹ 再委託先が再委託業務の履行において、委託者に損害が発生した場合、受託者はその

損害を賠償しなければならない。 

 

19 留意事項 

 ⑴ 業務責任者等の報告 

   受託者は、業務責任者（委託者と連絡調整を行う責任者）及び居住支援員について、

契約締結後７日以内に「担当者報告書」（様式３）により委託者に報告すること。 

   なお、業務責任者及び居住支援員は兼務を可とする。業務責任者等に変更があった場

合は変更後７日以内に委託者に報告を行うこと。 

 ⑵ 個人情報の保護 

   受託者は、本業務を履行する上で個人情報を取り扱う場合には、個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５７号）、行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）、尼崎市個人情報の保護に関する法

律施行条例（令和５年尼崎市条例第９号）、尼崎市情報セキュリティ対策基準その他の個

人情報の保護及び情報セキュリティに関する関係法令（本市の条例等を含む。）を遵守す

るとともに、尼崎市情報セキュリティポリシーに準拠した取り扱いを行うこと。また、本

業務の委託契約期間中及び委託契約期間終了後において、いかなる理由によっても本業

務の業務上知り得た事項を他人に漏らし、又はこれを本業務以外に使用してはならない

こと。 

 ⑶ 他機関との関係書類による情報共有 

   本仕様書に基づき受託者が作成し委託者へ提出した事業対象者の関係書類について

は、委託者の判断で、本市の関係部署及び本市以外の関係機関と情報共有するものとす

る。 

 ⑷ 経理区分 

  ア 受託者が「居住支援法人活動支援事業」や「みんなが安心して住まいを提供できる

環境整備モデル事業」（いずれも国土交通省による補助事業）等の居住支援法人等が

活用できる補助事業を実施している場合は、本業務との適切な区分経理とし、委託料

の請求において重複が生じないようにすること。 

  イ 受託者が本市以外の自治体から居住支援に関する業務で、本業務と同様の業務を

委託事業として実施している場合には、本業務との適切な区分経理とし、委託料の請

求において重複が生じないようにすること。 

  ウ 受託者が無料低額宿泊所を運営する場合は、本業務と無料低額宿泊所における管

理業務や入居者の状況把握、食事等の提供などの業務とは区分して実施し、無料低額

宿泊所の職員が無料低額宿泊所の業務の提供時間外において居宅生活移行等に向け
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た支援を実施することは妨げるものではないが、その場合、本業務の委託料相当分に

ついては、利用者から受領する利用料の算定根拠から除くなど、委託料の請求におい

て費用の重複が生じないようにすること。 

  エ 受託者が日常生活支援住居施設の認定を受けた施設を運営する場合は、受託者の

常勤換算の対象となる職員の勤務時間内で当該職員が本業務を担当することは認め

られないこと。 

  オ 受託者は、本業務と尼崎市住まい相談支援業務の経理区分を明確なものとし、委託

料の請求において費用の重複が生じないようにすること。 

 

20 その他 

 ⑴ 事業実施に当たって、関連する法令及び実施要領のほか、国が示す実施要領、Ｑ＆

Ａ等及び委託者の指示に従いながら進めること。 

 ⑵ 委託者は、事業の実施状況について、報告を求めることができる。 

 ⑶ 本仕様書に定めのない事項については、委託者と受託者の間で協議のうえ決定する

ものとする。 

以 上   
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  （別表） 

（注１） 初回支援プランの作成後、支援対象者に同意を得るために支援担当課と同行し

たにもかかわらず、支援対象者から同意が取れなかった月は、初回加算のみの支

払いとする。 

（注２） 医療職等とは、医師、保健師、看護師、薬剤師、作業療法士、精神保健福祉士

の資格を保有している者を指す。 

 

 

項目 内容 費用(円) 単位 

１ 支援会議参加 委託者の要請による支援会議への参加 
 

回 
２ 入居相談支援（個別の

支援対象者に対する
もの） 

訪問による支援対象者の住まいに関する課題の把握
及び課題に対する必要な情報提供・助言、支援対象者
と同行による不動産仲介業者等への住居確保のため
の支援、不動産仲介業者等への物件・家賃債務保証業
者の斡旋依頼、入居契約手続き等の支援、不動産・住
宅関係機関等との連絡調整等の支援、その他入居に
関するトラブル発生時の対応 

 月 

３ 安定した居住に向け
た継続支援（個別の支
援対象者に対するも
の） 

月 2 回以上の訪問等による、居宅における自立した
日常生活を営む上での課題の把握及び既存の制度・
社会資源等の利用に向けた課題に対する必要な情報
提供・助言、定期的な見守り、ゴミ出し及び公共料金
等の支払い状況の確認等の生活全般の支援、支援関
係機関又はインフォーマルサービス等との連絡調整
及び支援要請の実施、その他安定した居住に向けて
必要と認められる支援 

 
月 

加
算 

初回加算 支援開始月のみ（注１） 
 

月 
同行支援加算 支援対象者の外出同行

支援 
月 2 回以下 

 
月 

月 3 回 
 

月 
月 4 回以上 

 
月 

医療職等による対応
加算 

医療職等（注２）が、訪問により、医療的な課題を把
握し、健康等に関する相談、必要な情報の提供及び助
言、並びに医療機関等との連絡調整やその支援及び
報告 

 月 

情報提供文書作成加
算 

医療職等（注２）による、医療機関等への情報提供文
書の作成時のみ（原則、対象者につき 1回） 

 
回 

早朝・夜間訪問加算 訪問の時間帯が早朝・夜間（6 時～9 時・18 時～22
時）に実施する場合 

 
月 

緊急時対応加算 必要に応じて緊急時の対応を行うことができるよう
対象者に常時対応できる連絡先を提供し、予定外で
早朝・夜間・深夜（6時～9 時・18 時～22 時・22 時
～6 時）及び土日祝日に支援した場合 

 
月 



（様式１）

尼崎市長　宛

所在地

団体名

代表者名

地域居住支援業務の実施状況を、次のとおり報告します。

１　支援対象者一覧

No. ケース番号 支援対象者氏名 金額

２　地域居住支援事業　個別活動報告書　　　別紙のとおり

以　上

地域居住支援業務　活動実績報告書（令和　　年　　月分）



（別紙）

地域居住支援業務　個別活動報告書（令和　　年　　月分）

支援対象者

日付 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

曜日

合計金額
（円）

 

 

 

 

 

 

金額（円）
サービス
内　　 容

支援会議参加

入居相談支援

 

回数

 

情報提供文書
作成加算

早期・夜間訪問加算

緊急時対応加算

ケース番号

実績

安定した居住に向けた
継続支援

初回加算

氏　　名

医療職等による
対応加算

同行支援加算



（様式２）

地域居住支援業務　委託料請求書

尼崎市長　宛

上記のとおり請求します。

銀行
信用金庫
信用組合
農協

振込先

金融機関名
本店
支店
出張所

口座番号１普通 　２当座預金種目

(フリガナ)

口座名義

No.

債権者番号

千百

0

0

消費税額

合計金額

年

請
求
者

住 　所
(所在地)

名称

代表者名

電話番号

ケース番号 支援対象者名 金額（円）

月分

　　　年　　　月　　　日

請求金額

0小計

内
　
　
　
訳

円



（様式３） 

令和  年  月   日 

 

尼崎市地域居住支援業務担当者報告書 

 

尼 崎 市 長 宛 

所 在 地 

法 人 名 

代 表 者 

 

 尼崎市地域居住支援業務を以下の者で担当いたします。 

 

担当職務 氏名 保有資格 

業務責任者   

居住支援員   

   

   

   

計＿＿名 

 

以 上   

 

（注意事項） 

・この報告書は、契約締結後 7日以内に尼崎市へ提出すること。 

・担当者等に異動があった場合も、その都度提出すること。 

・保有資格のある者については、資格証の写しも添付すること。 

 


